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After the Japanese defeat in the Pacific War in 1945, music instrument industry was 
forced to start again from scratch. But during the American occupation under General Douglas 
MacArthur, Japanese music education evolved to emphasize the importance of instrumental 
music. The Ministry of Education and the makers of musical instruments cooperated to supply 
instruments to schools.   
According to the ministry’s National Educational Guidelines for Music in 1958, every 
Japanese child was required to begin learning to play the reed organ in the first grade. 
This decision contributed greatly to the rapid spread of the electric-powered reed organ 
throughout Japan. Annual production of reed organs exceeded 90,000 units in 1958 and 
reached its peak of 560,000 in 1969.  
Meanwhile, the Yamaha Corporation, which had reconstructed its acoustic laboratory in 
1948, began producing electronic organs under the name Electone, in 1959. The Electone 
quickly gained popularity in Japan. Soon, Electones and pianos replaced the simple reed 
organs. Around the same time, the company founded the first Yamaha Music School in Tokyo 
in 1954. The use of the keyboard as a learning tool is a key characteristic of the Yamaha 
Music Education System.
１．はじめに
　1960 年代以降、日本のピアノ製造は驚異的な発展を見せて生産台数世界一となった。日本のピア
ノ生産は、戦争で壊滅的な打撃を受け、1946（昭和 21）年にはわずか 24 台しか生産できなかった
のが、1954（昭和 29）年に 1 万台を突破し、1964（昭和 39）年には約 11 万台、そして、1979（昭
和 54）年には約 31 万台のピークを迎えた。日本のピアノ産業は戦後なぜこれほど伸びたのか、そ
のメカニズムの一端を明らかにすることが本稿の目的である。
　通商産業省編『昭和 50 年代の生活用品産業』の中の分析によれば、昭和 30 年代後半、楽器需
要の増大をもたらした要因として次の 5 点が挙げられている（「楽器小委員会報告」1975：481-
482）。
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①　戦後の文部省による学校教育における器楽の導入
②　ラジオ、テレビ等の普及による音楽熱
③　余暇時間の拡大と余暇に対する価値観の変化
④　業界努力による需要の創造
⑤　個人所得の増大
　今回、着目するのは、このうち①と④である。これまで、戦後の楽器産業界と行政のかかわりに
ついては樫下 2015 の詳細な研究があるが、鍵盤楽器導入についての考察は行われていない。一方、
高度成長期の日本楽器のピアノ・オルガンのマーケティングに関する論文の前段で田中 2011 は学
校教育とオルガンの関係に言及しているが、中心はヤマハ音楽教室の成長についての経営学からの
分析である。本稿では、戦後の学校教育における鍵盤楽器学習の導入に焦点を当て、文部省と日本
楽器製造株式会社（現ヤマハ）や河合楽器製作所などの大手楽器メーカーの取り組みが密接にリン
クすることによって、ピアノ、オルガンなどの鍵盤楽器が日常的なアイテムとして日本の学校や家
庭に入っていった状況を明らかにする。
２．終戦後の焦土からの復興：資材不足に苦しむ楽器メーカー
　1945（昭和 20）年 8 月 15 日正午、日本の無条件降伏を告げる玉音放送が流れたとき、洋楽器
生産業の中心地、浜松市は相次ぐ空襲や艦砲射撃によって七割以上が焼野原と化していた。その中で、
日本楽器製造（現ヤマハ）はただちに工場再建に取りかかり、10 月にはハーモニカ、シロホン（木
琴）の製造を開始、翌年 1 月からはオルガン、アコーディオン、さらには、チューブホン、ギター、
ミシンテーブル、ラジオキャビネット、占領軍用家具などの製造を始めたが、物資不足から、戦後
第 1 号のピアノが作られたのは 1947（昭和 22）年 4 月になってからだった（『社史』1977：87-
91）。
　一方、河合楽器製作所でも状況は似たり寄ったりで、「戦争が終わって、河合楽器に残されたもの
は、おびただしい爆弾の穴だけだった」というのが当時の人々の実感だった（『限りなき前進　河合
楽器』1967：48）。戦後はシロホン作りから始め、1947（昭和 22）年後半から、オルガンやアコー
ディオン、ミニピアノ、ハーモニカの製造が始まり、翌 1948（昭和 23）年 7 月、ようやくピアノ
とオルガンの製造が再開された（『創立 70 周年記念誌』1997：28-29）。
　つまり、日本楽器でも河合楽器でも戦後すぐにピアノが製造できるようになったわけではなかっ
たのである。空襲による破壊と敗戦による混乱で、鉄鋼、電力、石炭などの基幹産業はもとより、
あらゆる産業の生産が低迷し、資材不足が続いていた。楽器産業も例外ではなく、各社とも原材料
の入手難に悩まされていた。終戦直後の楽器業界は、対外的には有望産業として内外に嘱望されて
いたが、対内的には生産資材割当優先順位から除外され、融資順位では最下位というありさまだっ
た（樫下 2015：4）。
　楽器業界は 1947（昭和 22）年 4 月、静岡県楽器工業協同組合を設立し、資材の共同確保に努めた。
各社の必要量を組合経由で陳情し、GHQ の審査によって割当てを受ける仕組みである。しかし、も
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ともと楽器生産に使用される資材は量から言えばわずかだが、種類は多く、質的にかなり厳格な選
択を必要とするので、その入手は当初困難をきわめた。1949（昭和 24）年に書かれた「楽器製造
工業の現状」という論考の中に、1947（昭和 22）年度の資材供給状況（教育用楽器の資材は含まず）
について述べられているが、表に掲載された 80 種のうち 54 種までは配給されないか、またはそれ
に近いものだった。翌 1948（昭和 23）年になると状況は少し改善されるとはいえ、日本楽器の昭
和 23 年度第 2 四半期の原材料の資材需給状況を見ると、掲載されている 12 項目のうち、必要量に
対して十分割当てられているのは羊毛フェルトだけで、ミュージック・ワイヤー（ピアノ線）、ゴム
布引、羊毛ラシャはいずれも 0％である（眞家 1949：26-29）。配給で入手できないものは、すべ
て闇で調達しなければならなかった。この統制は 1950（昭和 25）年まで続いた。
　しかも、楽器には高額の物品税が課されていた。戦時中に吊り上がったその税率は 1944（昭和
19）年 2 月には 120％にまで上昇し、しかも、どんな楽器に関しても税率は一律に課されていた。
その税率は徐々に低くなったが、1949（昭和 24）年の時点でもまだ 80％の高率で、個人需要の足
を引っ張っていた。こうした状況下で、楽器メーカーは戦後さかんになった器楽教育の恩恵を受けて、
息を吹き返すことになる。
３．学校教育への器楽の導入
１）『学習指導要領音楽編（試案）』
　敗戦後の 1945（昭和 20）年 9 月 15 日、文部省により「新日本建設ノ教育方針」が発表され、
従来の戦争遂行の要請に基づく教育施策を一掃して文化国家、道義国家の建設をめざすことになっ
た。10 月 22 日には、連合軍最高司令官マッカーサー元帥による「日本教育制度に対する管理政策案」
が告示される。総司令部には民間情報教育局（Civil Information and Education Section）いわゆる
CIE が設置された。東京の内幸町の放送会館に本拠が置かれた CIE は、総司令部の教育・宗教・美術・
言語・図書・映画・演劇・出版・放送等を管轄した部門で、戦後日本の教育改革に大きな役割を果
たした。占領下のこの時代、文部省はあらゆる事柄について、CIE の指導と監視の下で施策を実行し
ていた。
　1946（昭和 21）年 3 月 30 日に提出された民主的・自由主義的傾向の強い『第一次米国教育使節
団報告書』を受けて、同 46 年 5 月から翌年 2 月にかけて文部省は『新教育指針』全 5 冊を発行した。
これは教師のための新教育の手引書で、第 6 章「芸能文化の振興」では、帝大教授で西洋美術史研
究家の児島喜久雄により、戦後の芸術教育のあり方として、以下の 3 点が挙げられていた。（１）新
しい芸能文化は、それ自身が人生の目的として追求せらるべく、他の目的の手段であってはならない。
（２）新しい芸能文化は統一調和を本質とし、平和建設に役立つものでなければならない。（３）新
しい芸能文化は、明朗で健康で建設的でなければならない（『新教育指針』1946-47：100-102）。
　文部省では 1946（昭和 21）年、新たに教科書の作成に取りかかった。この年の 1 月に文部省に
入省したのが、作曲家の諸井三郎である。当時は GHQ が民間人登用を促進しており、諸井の登用も
その一環であった。諸井三郎（1903-77）は旧制東京高等師範学校附属中学校、旧制浦和高校を経て、
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東京帝国大学文学部美学美術史科に進学する。作曲家を志したのは中学時代であった。1932（昭和
7）年にドイツに留学し、1934（昭和 9）年までベルリン高等音楽学校で学び、同年日本に帰国した。
文部省に入った当初、諸井は社会教育局に所属していたが、教科書局の仕事を兼任することになり、
さらに、CIE の指令で教科書編纂を中止して、「コース・オブ・スタディー」を作ることになった。「コー
ス・オブ・スタディー」なるものが何なのか、日本側ではだれも知らなかったため、研究会が立ち
上げられ、アメリカ側の資料を参考にしながら、大慌てで日本版のコース・オブ・スタディーが作
られた（音楽科の場合はこのとき、アメリカ側のサンプルはなかったという）。これが「学習指導要領」、
つまり、各教科で教える内容を定めたものである。こうして 1946（昭和 21）年 6 月、学習指導要
領が「試案」という形で発表された。この指導要領の音楽科編は、戦後の音楽教育の方向を確定し
たものとして知られるが、実はほぼ諸井三郎が一人で編纂したものであった（木村 1993：50）。
　諸井自身の言葉によれば、この指導要領の基本的な考え方として、「従来ともすれば情操教育の手
段としてとり扱われる傾向にあった音楽教育を、音楽美の表現と理解という方向にもっていき、そ
のこと自身が人間性を高め、豊かにする、という考えに立脚した。したがって音楽教育は手段でな
く、目的である、という立場に立ったわけである。（…）必然的に音楽教育の分野は、唱歌に限定さ
れることなく、器楽も鑑賞も作曲もとりいれなければならなくなる（諸井 1960：20）」ということで、
ここで器楽教育がクローズアップされた。
２）器楽教育の導入
　こうして、器楽教育が 1947（昭和 22）年の『学習指導要領（試案）』において公教育の表舞台に
登場した。実は、器楽教育が音楽科に導入されたのはこれが初めてではない。1930 年代には東京市
を中心に器楽教育の取り組みが開始されていた。こうした実践を踏まえて、1941（昭和 16）年 4 月、
それまでの小学校が国民学校へと変わり、「唱歌科」が「芸能科音楽」へと改められた際、器楽教育
は歌唱や鑑賞とともに、初等教育としては初めて具体的な内容が法令のなかに位置づけられた。し
かし、当時は学校で使う適切な楽器や教材もなく、指導技術も確立していなかった。そして、戦争
が始まるという最悪の条件が重なり、この規定は空文で終わってしまっていた（真篠 1964：8）。
　諸井はこの『学習指導要領（試案）』で器楽教育を重視した理由については以下の４つの理由を挙
げている。まず、「ヨーロッパの音楽は中世期の声楽時代から近世の器楽時代に進むことによって偉
大な発展をとげ、かつまたそれによって新しい声楽様式を生み出した。したがって音楽がいつまで
も声楽時代であってはならないので、これを発達させるためには、どうしても器楽をとりいれなけ
ればならない」という理由。これが最初に来るところに、ドイツ音楽至上主義者だった諸井の歴史
観が透けてみえる。第 2 の理由は、声の悪い子どもたちや変声期の子どもたちを音楽に結びつける、
また、子どもたちは天性、楽器にきわめて強い興味と関心とを持っているというもの。第 3 の理由は、
リズム教育を効果的に行うためには、器楽の実施がもっとも有効であるというもの。そして、第 4
の理由は読譜力を養う上で効果的であるというものである。1947 年『学習指導要領（試案）』は、
このように諸井三郎の音楽観・教育観が深く反映されていた。
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　『学習指導要領（試案）』で示された楽器は、1、２年生の鈴やカスタネット等の簡易楽器から始まり、
3 年でハーモニカ・木琴・笛・ピアノ・オルガンが加わり、4 年でアコーディオンが加わり、5 年で
弦楽器、管楽器が加わり、という具合に、一貫して発展していくように計画されており、小学校 6
年生までに、オーケストラで用いられる管弦打楽器を一通り指導することが求められていた。しかし、
当時の社会状況ではこれは「理想形」を示したに過ぎず、現実には当時の社会状況から不可能であっ
た。そのため 1947 年の『学習指導要領（試案）』では、「児童の製作にかかる簡易楽器の利用」や「教
師の工夫にかかる代用楽器の活用」などが提案された。
　1948（昭和 23）年 3 月 2 日、文部省は「小学校・中学校音楽科器楽指導楽器について」という
通達を出した。これは新しく指導内容に加えた器楽に、楽器編成上の目安を与えるためのものであっ
た。それによれば、「ピアノ、オルガン、および合奏楽器は音楽教育上必要かくべからざるもの」と
され、「原則として常備することが望ましい」とされた。
　このときに小中学校の音楽科の器楽指導に必要な楽器編成の目安が示され、その編成をもとに、
文部省はほかの省庁や楽器業界と緊密に連携し、教育用楽器の生産と普及のための施策を展開して
いった。もちろん、すべての施策は CIE の許可を得ながらであった。ちなみに、1949 年に刊行され
た「楽器製造工業の現状」では、終戦後の楽器の需要増の予想理由として、「時宜に乗じた軽音楽の
流行」と並んで、「占領軍当局の指導による器楽教育採用」と述べ、器楽教育採用の背景に占領軍の
存在が大きかったことをはっきりと示している（眞家 1949：17）。
３）教育用楽器の生産と品質管理
　以下に、樫下 2015 に従って、この後の教育用楽器の生産と、品質管理問題についてまとめてお
こう。このように示された教育用の楽器を実際に生産するために、この通達が出されてほどなく、
同年 3 月 29 日、「教育用楽器生産計画第 1 回総合協議会」が開かれた。この協議会に集まったのが、
GHQ、CIE、文部省、大蔵省、商工省、経済安定本部、全国楽器製造団体代表者だった。同年 5 月、
商工省が「器楽教育用楽器需給計画一覧表」を作成する。その際、楽器需要数の根拠となったのが、
先に述べた文部省による「小学校器楽編成表」であった。この需給計画一覧表をもとに、商工省は
1948（昭和 23）年 10 月までに「器楽教育用楽器生産要領」を策定し、これにしたがって楽器生
産を進めることになった。すなわち、文部省によって教育用品と認定された楽器のために、経済安
定本部が生産資材を割り当て、商工省の指示のもとに、楽器業界は教育用楽器を製造したのである。
終戦後、楽器を作るための生産資材がいかに不足していたかは上述したとおりだが、教育用楽器の
製造には生産資材が優先的に割り当てられ、さらに、文部省が教育用楽器と認める楽器を新制小学
校および中学校において購入する場合には免税されることになった。
　ところが、このように楽器製造にある種の特権が生じた結果、「まったくの未経験者が楽器の製
造に着手し、楽器とは名ばかりの粗悪品」が学校に供給されるという事態に陥ったため、文部省は
1948（昭和 23）年「教育用楽器審査委員会」を発足させ、楽器のチェックを始め、さらに、通産
省の協力を得て教育用楽器の「規格」の制定へと進んだ。1950（昭和 25）年 6 月 30 日、第 1 回「教
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育用品規格協議会」の音楽科部会が開催された。協議会の目的は「教育用品の標準となる規格を設
定し、その教育的価値を高め、教育目的に合致した優良な教育用品を確保すること」とされた。委
員としては文部省、通産省、教育関係者、演奏家、学識経験者、製造業者らが参加している。同協
議会は翌 1951（昭和 26）年、「教育用品標準規格会議」に名称が変更され、第一次試案として、さ
まざまな楽器の「総則、構造と寸法、性能及び表示」が示された。重要なことは、樫下が正しく指
摘しているように、文部省内の協議会が作った試案が、そのまま日本工業規格（JIS）の原案となっ
たことである。この後、各楽器の専門部会に分かれて標準規格案が審議されることになった。こう
して、工業標準化法に基づく日本工業規格が教育用楽器に適用された。
４）『学習指導要領　第二次試案』　
　1950（昭和 25）年 9 月 22 日、第二次アメリカ教育使節団報告書が提出された。第一次報告書
が民主的・進歩的な内容であったのと異なり、こちらは反動的内容のもので「極東において共産主
義に対抗する最大の武器のひとつは、日本の啓発された選挙民である」とされ、「道徳教育」が提唱
された（河口 1983：109-110）。このようなアメリカ側の方針転換のもと、1951（昭和 26）年、『学
習指導要領第二次試案』が出された。今回、諸井三郎は直接タッチせず、文部省側の中心になったのは、
文部事務官の真篠将（1916-2014）であった。真篠は山形県に生まれ、高等小学校の訓導を務めた後、
東京音楽学校師範科に進学。その後、東京文理科大学教育学科で学び、1948（昭和 23）年文部事
務官となり、1958（昭和 33）年文部省初中局初等教育科教科調査官、1974（昭和 49）年文部省
初中局視学官を経て、1975（昭和 50）年岡山大学教授となり、1978（昭和 53）年には兵庫教育
大学教授に転じた人物である。
　『第二次試案』については、真篠がインタビューで語っているように「占領政策ですから、はっき
りいえばアメリカナイズするということでした。ですから、文部省が主体的にどうこうするという
ことよりは、GHQ、CIE の立場を否応なしに、絶対命令的に汲み取らされたというほうが正直なと
ころだと思います」というものであった（木村 1998：47）。音楽科に関しては、歌唱、器楽、鑑賞
に加えて、創造的表現とリズム反応が加えられ、器楽教育はさらに推し進められた。
　ところが大部分の教師はそれまで唱歌指導の経験しかなかったため、楽器メーカーが教師の指導
に乗り出した。日本楽器は「全日本器楽教育研究会」を立ち上げ、器楽教育指導講師団を編成し、
全国規模で小・中学校の招きに応じて器楽教育を推進した（檜山 1964：102）。「全日本器楽教育研
究会」についての詳細は不明だが、1950 年代後半から 60 年代に活動していた。これに各地のヤマ
ハ特約楽器店が協力し、「楽器メーカーが講師を派遣し、楽器店が楽器を売る」というシステムが生
まれた。
　1951（昭和 26）年 9 月 8 日、サンフランシスコ講和条約が締結され、日本は占領が終わり、国
家主権を取り戻して独立国となることが世界的に認められた。
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３．ヤマハ音楽教室の誕生
　学校での器楽教育振興と歩調を合わせるように、1954（昭和 29）年 5 月、日本楽器銀座支店地
下で「実験教室」がスタートした。ヤマハ音楽教室の始まりである。「戦後日本のイノベーション
100 選」にも選ばれたヤマハ音楽教室は、専門家を育てることを目的とする早期教育の音楽教室と
は異なり、純粋に音楽を楽しむことができる人を育てるという点で画期的だった。「実験教室」では、
ピアニストとして高名な井口基成、安川加寿子、そして、色音符の指導で知られるたなかすみこの
3 名が講師として招かれた。これは当時の銀座支店の課長、金原善徳のアイデアで、「ピアノを買っ
ても、子どもが習う先生がいない」という客のことばがきっかけだった。当初、会場は 1 か所、生
徒数は 150 名、講師 8 名から始まった。この講師の数から、井口、安川、たなかが個人的にかかわっ
ていたのではなく、その弟子もまた講師として加わっていたことがわかる。このうち、井口、安川（と
その弟子）によるレッスンは個人レッスン、たなかすみこは色音符を使ったグループレッスンだった。
　日本楽器は「全日本器楽教育研究会」の講師たちに幼児の音楽教育に対する意見を求めた（檜山
1964：102）。この中で、松本洋二、伊藤英造、高橋正夫は、「色音符」に批判的で、色彩と音とを
関連させるところに無理があるといい、さらに、個人レッスンに対しても懐疑的で、初歩は基本的
な音楽に対する親しみをもたせることが必要だという意見だった。これが、バイエル否定論の川上
源一社長の考え方とも一致し、ヤマハ・システム確立へとつながることになった。
　その後のヤマハ音楽教室の飛躍的な伸びは表１の通りである。名称は当初の「ヤマハ実験教室」
から 1956（昭和 31）年「ヤマハオルガン教室」へと変わり、さらに、1959（昭和 34）年には「ヤ
マハ音楽教室」となって、現在に至っている。その間、1967（昭和 42）年には音楽の教育と普及
を主目的に、財団法人ヤマハ音楽振興会が設立された。一方、河合楽器製作所も 1957（昭和 32）
年からカワイ音楽教室をスタートさせ、急成長を遂げた。さらに、1960（昭和 35）年から 1965（昭
和 40）年にかけてナショナルやビクターなどの弱電メーカーも電子オルガンの販売促進をめざして
音楽教室を開き、数多くの子供たちが音楽教室に通うようになった。
表１　ヤマハ音楽教室の発展
年代 生徒数 　講師数 会場数 備考
1954 150 9 1 実験教室
1955 500 20 5
1956 1,000 30 10 オルガン教室
1957 2,000 50 20
1958 3,000 100 150
1959 20,000 500 700 ヤマハ音楽教室
1960 60,000 1,000 1,500
1961 120,000 1,700 3,500
1962 150,000 2,000 4,500
1963 200,000 2,400 4,900
1964 210,000 2,500 4,900
1965 220,000 2,500 4,990
1966 230,000 2,800 5,200
1967 250,000 2,840 5,500 （財）ヤマハ音楽振興会設立（10 月）
1968 260,000 3,000 5,880
（河口 1970：47、出典は「未来研究」創刊号昭和 44 年 8 月、41 頁）
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　日本楽器はその一方で電子楽器の開発を進め、1959（昭和 34）年、「エレクトーン」という名称
で最初の汎用機種をリリースした。
　表１から、この間、生徒数、講師数、会場数が急増したことがわかる。なかでも、1958（昭和
33）年から 1959（昭和 34）年にかけての生徒数の伸び率は 7 倍近くになっている。実はこの時期、
学校教育においても大きな変化が起こっていた。それが、第三次学習指導要領の告示である。
　
４．学校教育における器楽の発展：『第三次学習指導要領』
１）『第三次学習指導要領』告示まで
　先に見たように、1947（昭和 22）年の『学習指導要領（試案）』で器楽教育が取り入れられ、1951（昭
和 26）年に、内容の一部を改訂した『学習指導要領』の第二次試案が刊行され、器楽教育も引き続
き推し進められたものの、全国への浸透はなかなかできなかった。というのも、1947 年の試案も
1951 年の第二次試案もあくまでも「試案」で、法的拘束力はなかったからである。しかし、1958
（昭和 33）年に改訂告示され、小学校で 1961（昭和 36）年、中学校では 1962（昭和 37）年から
全面実施された『第三次学習指導要領』は法律に基づいた官報告示として発表された。つまり、こ
こから法的拘束力をもつものになったのである。
　新しく学習指導要領が告知された背景には、日本の状況の変化があった。1956（昭和 31）年、
教育委員会が公選制から任命制へと変わり、1957（昭和 32）年には教員の勤務評定が実施される
ようになった。当時の松永文部大臣は、小・中学校の教育課程の「改善」を呼びかけ、道徳教育の
徹底、基礎学力の充実、科学技術教育の向上が目指された。その背景には、自民党の修身復活論や
日経連の科学技術教育の充実についての政府への上申などがあった。1957（昭和 32）年 9 月 13 日、
文部省は教育課程審議会を復活させ、新委員 47 名を任命した。1958（昭和 33）年 3 月教育課程
審議会は「最近における文化・科学・産業などの急速な進展に即応して国民生活の向上を図り、かつ、
独立国家として国際社会に新しい地歩を確保するためには、国民の教育水準を一段と高めなければ
ならない」と答申した（河口 1983：114）。
　ここで俎上に上がったのが、音楽の授業時間削減問題である。「音楽」が「修身」の復活の犠牲
になるのではという観測が流れ、全国の音楽教育団体、演奏家および作曲家団体、音楽文化諸団
体が結束して全国的運動を展開し、それが社会問題に発展した。1957（昭和 32）年 9 月 4 日に
は、全国 45 団体からなり、音楽之友社社長の堀内敬三を議長とする「日本音楽会議」が結成され、
9 月 27 日、陳情書を作って文部省に提出した（『日本教育』1955（昭和 32）10 月 2 日付、真篠
1986：117 に所収）。
２）音楽教育強化全国大会
　日本音楽会議はさらに、1958（昭和 33）年 1 月 30 日、山葉ホールで「音楽教育強化全国大会」
を開催し、ここには全国から参加した小中高大教員、音楽関係者 600 人が集った。『教育音楽』に
掲載された詳細な大会記録によれば、堀内敬三による趣旨説明に続き、来賓挨拶が行なわれ、政治
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家が 3 名（自民党所属の中垣国男、石井衆議院文教委員会専門委員、自民党所属で衆議院文教委員
の並木芳雄）、科学技術庁次官、東京都中学校 PTA 会長の篠原澄が出席した。そして、最高裁長官
の田中耕太郎が「音楽の価値」と題する講演を行った。
　大会では多数の意見発表があったが、トップバッターとなったのが音楽美学者の土田貞夫である。
土田は音楽学会を代表して、「われわれ音楽学会は決して机上理論だけに終っているのじゃないので、
こういう切実な問題につきましても深い関心をもっているということは、去年の夏の総会で、音楽
の時間削減反対の決議がなされたことによっても、判っていただけると思います。その決議の趣旨
を印刷いたしまして、加藤会長と辻理事が文部省各次官、局長、課長はじめ、政党の有力者の方々
にそれをお届けいたしましてその趣旨を御説明したわけであります」と述べた。義務教育の音楽の
時間削減問題について、アカデミックな音楽学会が当時、このように積極的に運動していたことは
注目される。この日は大会決議「我等は正しい音楽が精神の糧として欠くべからざるものであるこ
とを確信するが故に、学校に於ける音楽授業時数の削減に絶対に反対する」が採択された（『教育音楽』
小学版 1958（昭和 33）年 3 月号：52-62）。
３）楽器業界の動き
　こうした中で、楽器業界自体も当然のことながら積極的に動いていた。たとえば、東京楽器小売
商組合の 1957（昭和 32）年 8 月 12 日役員会議事録には、「教育課程の動向と対策」として、この
問題については、日本楽器の窪野東京支店長が中心となって業界の運動を進めていること、業界と
して「音楽」教育が必修科目でなければならない基礎的な理論を確立する必要ができたので、「音楽
教育に関する陳情書」を作成したこと、この要旨は器楽教育が児童生徒に対して芸術的教育を行う
とか単に音楽人口を増やすということではなく、善人教育 ( ﾏﾏ )、人間形成の立場から器楽教育の必
要性を強調したことが書かれている（『六十年の歩み』2003：93）。
４）『第三次学習指導要領改定案』中間発表
　1958（昭和 33）年 8 月 1 日、学習指導要領改訂案が中間発表された。ふたを開けてみると、中
学校の音楽の授業時間は下馬評通り削減され、中学校 3 年生が週 2 時間となっていたのが 1 時間に
なった（ただし、選択の時間で履修することも可能とされた）ものの、その一方で、小学校 1 年生
はそれまで週 2 時間が 3 時間に増えていた。
　その内容を見て楽器業界は大喜びする。『楽器商報』には、「関心の的だった学習指導要領が発表
されて、何にもせよ業界はホッとした」と記され、「業界は無尽蔵な音楽層を指導要領が示した必然
的な信念に応えて真心から開拓する義務を背負ったようなものだ。こんな結構なお荷物は、そうざ
らにあるものではない」として、これは「業界指導要領」だと大歓迎している（『楽器商報』1958（昭
和 33 年）8 月号：15）。
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５）『第三次学習指導要領』の特色
　では、こうして作られた『第三次学習指導要領』はどのような特色をもっていたのだろうか。
　真篠によれば、それまでの二つの試案がいずれも占領政策下にあって作成されたもので、国情や
日本の児童生徒の実態にそぐわない点もいろいろあることが指摘されてきた。それを踏まえて『第
三次学習指導要領』では、（1）領域を整理し、重複を整理したこと、（２）系統的発展を配慮したこ
と、（3）低学年の指導を強化したこと、（４）全国の標準化を図ったこと、（５）愛好曲をもたせる
ようにしたこと（全国すべての学校で共通に学習する歌唱教材、鑑賞教材を 3 曲ずつ提示）が特色
だとしている（真篠 1964：9-10）。本稿で注目するのは、器楽教育面で鍵盤楽器の指導が明記され、
オルガンが小学校 1 年生から必修になったことである。
５．オルガンの必修化
　それまでの指導要領ではオルガンは指導の対象になっていなかったが、『第三次指導要領』では
「音楽学習の効果を上げて、美的情操をつちかうのに非常に役立つ楽器だから」という理由で、オル
ガンを 1 年生から必修とした。具体的に真篠はオルガンを有効に活用した場合の教育的効果として、
以下の点を挙げている（真篠 1964：10-19）。
①　音楽に対する興味を深めることができる
②　正確な音感を養うことができる
③　音楽のいろいろな表現活動を豊かにする
④　楽譜に関する学習を容易にする　
　このうち、①に関しては、児童にいろいろな楽器を並べて何が弾きたいか尋ねたところ、オルガ
ンが弾いてみたいと答えた児童が圧倒的に多かったからだという。何の楽器が並べられていたのか
は不明であるし、ピアノはそこには入っていなかったのではないかと思われるが、「オルガンこそは、
児童のもっともあこがれている楽器だといってもさしつかえないのではないか」とまで真篠は述べ
ている。②については、オルガンは「すでにメーカーにおいて、正確なピッチに調律され、また、
美しい音色が出るように常に改善が加えられて」いること、また、ハーモニーを作り出すことがで
きる楽器であることが高く評価されている。そこには、従来の日本の音楽教育は「ハーモニー感の
育成の面でおくれをとっていた」という自覚があった（真篠 1964：15）。
　『第三次学習指導要領』で示された学年ごとの指導事項は以下のとおりである。
小学校 1 年生　ごく簡単な旋律のさぐり弾き
小学校 2 年生　リズム奏や簡単な旋律のさぐり弾き
小学校 3 年生　簡単な旋律を弾く
小学校 4 年生　簡単な旋律や主要 3 和音を弾く
小学校 5 年生　同上
小学校 6 年生　同上　
中学校 1 年生　音階構成の理解の手がかりとする程度　　
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　　　　　　　歌唱学習で暗譜した旋律あるいは創作した自作の旋律を弾く
中学校 2 年生　長音階や短音階および日本音階の構成の理解の手がかりとする程度
　　　　　　　歌唱学習や創作学習との関連において取扱う程度
中学校 3 年生　和音の理解の手がかりとする程度
　　　　　　　歌唱学習や創作学習との関連において取扱う程度
　このようにオルガンを日本全国の小学生 1 年生から全児童に弾かせるというのは、世界的にも類
を見ない指導法で、ずいぶん思い切ったアイデアである。
　法的拘束力をもつ、この『指導要領』に沿った授業をするには、当然オルガンが多数必要となる。
こうして、オルガンが小学校 1 年生で必修にされたことによって、学校は 1961（昭和 36）年までに「授
業を受ける生徒の人数分、もしくは授業の進行を妨げない程度のオルガン台数を確保しなければな
らなくなった」（田中 2011：56）。公立の小・中学校におけるピアノ・オルガンの設置状況を文部
省の統計からまとめた表を見ると、1954（昭和 29）年から 1961（昭和 36）年にかけて、ピアノ
は約 1 万台、オルガンは約 7 万台増加している（田中 2011：56）。こどもたちにとって、鍵盤楽器
は先生が弾くものではなく、自分たちが弾くものになっていった。日本楽器や河合楽器などの鍵盤
楽器メーカーとしてみれば、願ったりかなったりの状況であった。大規模な固定需要が保証された
ばかりでなく、将来の顧客を作り出す機会に恵まれたのである。文部省は新しい学習指導要領でこ
のような目標内容を示すとともに、器楽の指導書や教材例などを刊行したり、各地で教育委員会と
タイアップして強力に現職教育を進め、器楽教育の新しい方針の趣旨徹底や効果的な指導法の研究
を行なったり、実験学校を設けて器楽の指定研究を委嘱し、その成果を全国に紹介するなど、さま
ざまな努力を続けた。ここでももちろん、楽器業者がその強力な推進力になった。
　河合楽器製作所の二代目社長となった河合滋の著書には、「文部省ではたびたび私どもメーカーの
組合を呼びまして会合をいたしておりまして」（河合 1977：193）あるいは、「文部省の壮大な計画、
願いをすぐにやってくれる」（河合 1977：193）といった文章が見られ、文部省と楽器メーカーと
が密接につながっていた様子がわかる。
　こうして、法的拘束力のある第三次学習指導要領でオルガンが必修化されたことの意味は大きかっ
たが、楽器を揃えるには費用がかかり、学校側は費用の捻出に頭を悩ませた。国庫負担の教材費や
地方公共団体の公費はわずかで、PTA や篤志家の寄付に頼ることも多かった。そこに追い風が吹く。
大蔵省が文部省の長年の予算要求を認めた結果、1967（昭和 42）年「教材基準」が出され、国庫
負担で楽器が購入できるようになったのである。
６．「教材基準」
　1967（昭和 42）年に出された「教材基準」は、学習指導要領の内容を遂行するために必要とさ
れる教材の品目と数量を学校規模別に規定し、規定内であれば教材費国庫負担金で購入することを
可能にした。それまで、鍵盤楽器に着目してみると、ピアノはもちろんのこと、電子オルガンと鍵
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盤ハーモニカが加えられたこと、そして、オルガン（大型のもの）を学級数だけ確保して各学級の
教室ごとに 1 台ずつ備えるようにしたこと、音楽教室には児童数（45 名）のデスクオルガンを配置
するようにしたことである。「このことは、文部省がいかに鍵盤学習というものを音楽教育の基盤と
して重視していこうとしているかを端的に示したものといえよう」と当時、文部省教科調査官だっ
た真篠は明言している（真篠 1967：70）。翌年の座談会でも真篠は教材基準について、小学校でオ
ルガンというものが大幅に取り上げられたことが特色だと認め、「文部省がいかに鍵盤学習というこ
とについて情熱を傾けているかということが、この基準にあらわれて」おり、電子オルガンについ
ては当初、学習指導要領にないので「教材基準」から外れていたものを、いろいろな面で音楽教育
にプラスになる面が多いので小・中学校を通して入れてもらったと述べている（真篠 1968：72）。
こうして、新時代の楽器、電子オルガンも全国の小・中学校に標準的に備え付けられることになった。
　小学校 1 年生から学校教育でオルガンを必修にする、という方針は、1968（昭和 43）年から始
まった第 4 次学習指導要領まで受け継がれ、おびただしい数の安価な電動オルガンが全国津々浦々
の学校に納入された。オルガンの学校での需要増に伴い、デスクタイプのオルガンが主流になって
きた。このタイプはふたを閉じると、その上で児童がものを書くことができた。1958（昭和 33）年、
河合楽器は電動オルガンを発表する。これはペダルを踏まなくても電気で音が出るので、初心者に
好都合だった。さらに、価格は安く、瞬く間に従来型の足踏みペダル式のオルガンにとってかわり、
日本楽器はもちろん、さまざまな電機メーカーが電動オルガン市場に参入することになった。
　
７．結論
　電動オルガンは家庭にも急速に広がった。両親は子供に文化的な素養として楽器の演奏を身につ
けさせたいと望み、そのために安価な電動オルガンを購入して、楽器メーカーの幼児のための音楽
教室に通わせるようになった。オルガンの年間生産量は 1958（昭和 33）年に約 9 万台だったもの
が、ピークを迎えた 1969（昭和 44）年には 56 万台に達している（増井 1980：4）。この頃には、
「エレクトーン」などの電子オルガンも流行するようになり、家庭の鍵盤楽器の主流はリードオルガ
ンからピアノあるいは電子オルガンへと変わった。小中学校の「教材基準」にピアノ、オルガンと
並んで電子オルガンが入ったことも新楽器の普及に役立った。ピアノは少し遅れて 1979（昭和 54）
年に 31 万台のピークに達することになる。
　こうして戦後日本では、器楽教育の実施方針が打ち出された当初から、楽器メーカーは文部省の
さまざまな施策のもとに発展した。そして、楽器メーカーが学校教育と連動することにより、一般
家庭へも急速に鍵盤楽器が普及したのである。国内におけるピアノの販売数の驚異的な伸びは、学
校教育における鍵盤楽器指導の導入と、楽器メーカーの需要の創出活動がリンクした結果、もたら
されたものであった。
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